
 

正味財産増減計算書 

平成 25年 4月 1日から平成 26年 3月 31日まで 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

正味財産増減計算書内訳表 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



財務諸表に対する注記 

１．継続事業の前提に関する注記 

  該当なし 

２．重要な会計方針 

（１）平成 24年 4月 1日から、公益法人会計基準（平成 20年 4月 11 日制定、平成 21年 10 月

16 日改正：内閣府公益認定等委員会）を採用している。 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法について 

    商品については先入先出法による原価法によっている。 

（３）固定資産の減価償却について 

   ①建物附属設備・什器備品については、定率法によっている。 

   ②ソフトウェアについては、当協会利用期間(5年)による定額法によっている。 

（４）引当金の計上基準について 

    退職給付引当金について、退職金の支給に備えるため、役員については期末要支給額に

相当する金額を、職員については期末自己都合要支給額に相当する金額を計上している。 

（５）消費税等の会計処理について 

    消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

３．担保にしている資産 

定期預金 30,364,917円（帳簿価格）を短期借入金 150,000,000 円の担保に供している。 

４．特定資産の増減額及びその残額 

   特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科   目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

特定資産 

退職給付引当資産 

 

88,584,081 

 

6,461,842 

 

2,205,200 

   

92,840,723 

減価償却引当資産 0 0 0 0    

公共建築賞等積立資産 30,000,000 0 0 30,000,000 

合   計 118,584,081 6,461,842 2,205,200 122,840,723 

５．特定資産の財源等の内訳 

   特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科   目 当期末残高 （うち一般正味財産から

の充当額） 

（うち負債に対応す

る額） 

特定資産 

退職給付引当資産 

 

92,840,723 

 

― 

 

（92,840,723） 

減価償却引当資産 0 ― ― 

公共建築賞等積立資産 30,000,000 （30,000,000） ― 

合   計 122,840,723 （30,000,000） （92,840,723） 

 

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

   固定資産の取得価額、減価償却累計額及び期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物附属設備 8,483,368 6,734,237 1,749,131 

什器備品 4,915,927 4,186,785 690,642 

ソフトウェア 9,926,490 7,986,303 1,940,187 

合  計 23,325,785 18,907,325 4,379,960 



 注：什器備品の欄中、「取得価額」には全部・一部除却価額 38,500円を含む。 

７．保証債務等の偶発債務について 

   該当なし  

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額及び時価 

   該当なし 

９．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高補助金等 

   該当なし 

10．指定正味財産から一般正味財産への振替額    

該当なし 

11．関連当事者との取引の内容 

   該当なし 

12．重要な後発事象   

   該当なし 

13．その他 

   該当なし 

14．公益目的支出計画実施報告について（移行後２年度 平成 25 年 4 月 1 日～平成 26 年 3 月 31 日） 

（単位：円） 

 １．公益目的財産額 277,915,964 円 

 ２．当該事業年度の公益目的収支差額 （（１）＋（２）−（３））   103,325,634 円 

  （１）前事業年度末日の公益目的収支差額 55,692,816円 

  （２）当該事業年度の公益目的支出の額 47,632,818円 

  （３）当該事業年度の実施事業収入の額 0 円 

 ３．当該事業年度末日の公益目的財産残額             174,590,330 円 

 ４．２の欄に記載した額が計画に記載した見込み額と異なる場合、その概要及び理由 注 

１）計画時点の見込に比べ、本年度は公共建築賞の隔年の表彰審査の年であり、当協会における

本部審査、本部審査委員による表彰候補作品の現地調査等を実施する表彰実施年と異なり、印

刷製本費等の関係経費が減少した。  

２）その結果、作成時点の見込収支差額より減少となったが、26 年度においては、本部による

表彰審査を実施することから費用の増加が見込まれる等事業の実施期間には影響がないと考

える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


